
　（趣旨）

第１条　この規程は、職員が自発的意志に基づき、自己研鑽や福祉に関する技術の習得等のた

　めの講習会や研修会への参加を支援するために必要な事項を定める。

　（支援対象事業）

第２条　社会福祉法人同仁会（以下「法人」という。）が支援する対象事業は、次の各号のと

　おりとする。

　(1) 業務に直接関係する講習会、研修会等

　(2) 法人及び施設等の経営又は管理運営に関する講習会、研修会等

　(3) 福祉関係資格取得のための講習会、研修会等

　(4) その他施設長等が認める事業

　（支援の内容）

第３条　法人が支援する内容は、次の各号のとおりとする。

　(1) 講習会、研修会等参加に必要な交通費。この場合、旅費規則第５条の規定を準用する。

　(2) 講習会、研修会等参加に必要な負担金等（上限２０万円）

　(3) 講習会、研修会等の情報の提供

　(4) 勤務日割振及び年休取得への配慮

　（申請手続き）

第４条　法人の支援を受けて自主研修を実施しようとする職員は、別紙様式「自主研修受講申

　請書」を所属する施設長等へ提出しなければならない。

　(承認手続き）

第５条　前条の規定に基づき申請書を受理した施設長等は、社会福祉法人同仁会定款施行細則

　（以下「定款細則」という。）第22条第１項に規定する経営役員会に諮らなければならない。

２　前項において、経営役員会が適当と認めた場合は、定款細則第22条第３項に規定する代表

　経営役員は定款細則第21条第１項に規定する常任役員会に諮らなければならない。

３　理事長は、前項に規定する常任役員会の意見を参考に承認を決定する。

　（勤務の取扱）

第６条　職員が自主研修に参加する場合は、原則として公休日又は年休日をあてるものとする。

　（結果報告）

第７条　自主研修が修了した職員は、その結果をすみやかに所属する施設長等に報告しなけれ

　ばならない。

２　自主研修において資格を取得した職員は、当該資格証の写しを法人事務局に提出しなけれ

　ばならない。
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　　　付　則

１　この規程は、平成１７年４月１日から適用する。

２　平成１２年４月１日施行の自主研修促進規程（内規）は、廃止する。

　　　付　則

　この規程は、平成１９年５月２６日から適用する。

　　　付　則

　この規程は、平成２０年４月１日から適用する。



別紙様式

平成　　年　　月　　日

社会福祉法人同仁会理事長　様

申請者

　所属施設名等

　氏名 印

　社会福祉法人同仁会自主研修促進規程に基づき、下記のとおり講習会、研修会等を受講した

いので申請します。

１　講習会、研修会等の名称

２　期待される効果

３　実施機関名

４　期間

　　　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで 　　　日間

　　　

５　支援を希望する費用

項目

交 通 費

負担金等

計

　平成　　年　　月　　日
決済印

決　裁

所属施設長等意見

経営役員会意見

自 主 研 修 受 講 申 請 書

記

金　額 内　　　容
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